
【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 801
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

特定の種類の学校を設置する学校法人を
設立する際の校地校舎の自己所有要件の
緩和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

学校教育の安定性・継続性を確保するた
めの措置が講じられていること

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 専門職大学院設置事業（仮称） (その他の内容の整理をまって調整)
措置区分 告示
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

学校法人の寄附行為及び寄附行為変更の
認可に関する審査基準

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

第一　学校法人の寄附行為を認可する場
合（変更認可にも準用）
　二　施設及び設備について
　（二）施設及び設備は、負担附又は借
用のものでないこと。ただし、特別の事
情があるときは、施設又は設備の一部に
ついて、この限りでないこと。
（但し、全国的な規制緩和を踏まえた改
正を行う予定であり、本規定についても
校地、校舎等毎に分けるなどの改正を行
う予定。）

特例措置の内容 　地方公共団体が、学校教育法第６５条
第２項に定める専門職大学院設置のニー
ズが高く、校地・校舎を自己所有するこ
とが困難であると認める地域において、
一定額の資金の保有を求める（具体的基
準については学校法人・大学設置審議会
において検討中）など学校経営の安定
性・継続性が確保されている場合、専門
職大学院大学の設置に伴う学校法人の寄
付行為の認可に当たっては、校地及び校
舎は負担附き又は借用のものであっても
差し支えないものとする。

・検討要請に対する回答では「安定的・
継続的な学校を担保するため、校地・校
舎に替えて、金銭を保有すること」を求
めているが、経営の安定性・継続性は別
途、「学校法人の寄附行為及び寄附行為
変更の認可に関する審査基準」の資産要
件で担保されているのではないか。

実施主体 　学校法人 (その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 なし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

なし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

なし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 801
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

特定の種類の学校を設置する学校法人を
設立する際の校地校舎の自己所有要件の
緩和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

学校教育の安定性・継続性を確保するた
めの措置が講じられていること

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 不登校児童生徒対象学校設置事業（仮
称）

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 通知
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

私立学校法の施行について（昭和２５年
３月１４日文部次官通知）、 小学校設置
基準及び中学校設置基準の制定等につい
て（平成１４年３月２９日文部科学次官
通知）

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

（私立学校法の施行について）
三、学校法人の資産の認可基準について
　２　基本財産は、原則として負担附
（担保に供せられている等）又は借用の
ものでないこと。但し、特別の事情があ
り、そして教育上支障がないことが確実
と認められる場合には、この限りでな
い。
（小中学校設置基準の制定について）
第一　（９）他の学校等の施設及び設備
の使用（第十二条）
①小学校等においては、施設及び設備を
専用かつ自己所有することが原則である
こと

特例措置の内容 　特区番号８０３において設置される学
校その他不登校児童生徒のみを対象とす
る学校の設置を目的とする学校法人の設
立認可について、当該学校の収容定員が
少数である場合であって、一定額の資金
を保有しているなど学校経営の安定性・
継続性が担保できると所轄庁である都道
府県知事が認める場合には、校地校舎の
自己所有要件を求める必要がないものと
する。（なお、既存の学校法人が当該学
校を設置する場合も同様とする。）

・検討要請の回答では「安定性・継続性
の担保のため」校地・校舎に替えて、資
金の保有を求めているが、経営の安定
性・継続性は別途、「学校法人の寄附行
為及び寄附行為変更の認可に関する審査
基準」の資産要件で担保されているので
はないか。
・検討要請の回答では、「少人数の学校
では、きめ細やかな教育を提供できる」
とあるが、多人数でも教員の配置などに
より、きめ細やかな教育を行えるのでは
ないか。
・検討要請の回答では、少人数の学校と
する必要性について、「仮に借用校地校
舎が失われても、代替の土地建物の取得
が容易であるから、自己所有要件を緩和
する」とあるが、学校経営の安定性・継
続性については、別途、資産に関する他
の基準により担保されるのであるから、
少人数により担保する必要はない。



【再検討要請】

・ＮＰＯ法人から次のような趣旨の意見
が出されており、これらについて、検討
されたい。
①対象となる不登校児を年間30日以上の
長期欠席者と限定すべきでない。また、
義務教育を終えたからといって支援不要
とするのではなく、高校生も対象とすべ
きである。
②ＮＰＯ等が学校法人化する場合、既存
のフリースクール等で指導にあたってい
る教師で教員免許を持たない者も教員免
許状を受けられる、もしくは担任できる
ようにすべきである。（→少なくともこ
れまでの経験を考慮して特別免許状が授
与されると解してよいか。）
③既存のＮＰＯ法人立フリースクール等
が、大きなもので２００人以上の在籍で
あることから、少なくとも３００～４０
０人以上の上限とするか、もしくは具体
的な上限設定による制約を当面の間は設
けないこととすべきである。
④小・中学校の設置基準は厳しく、自己
所有要件が緩和されたとしても、現在、
不登校児等を対象とした取組みを進めて
いるＮＰＯ等が参入できない（この点は
総合規制改革会議でも指摘されてい
る。）＞

実施主体 　学校法人 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 なし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

なし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

なし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 802
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

研究開発学校制度の下に新設する「構造
改革特区研究開発学校制度（仮称）」に
よる、小中高一貫教育等、学校種間のカ
リキュラムの円滑な連携、教育課程の弾
力化、教科の自由な設定、学習指導要領

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

憲法、教育基本法等に基づく学校教育の
取組として適切なものとすること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 構造改革特区研究開発学校制度（仮称） (その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 その他 ・下記の指摘を踏まえ、再整理された
い。

特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

学校教育法施行規則２４条、２４条の
２、２５条等

・下記の指摘を踏まえ、再整理された
い。

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

第２４条
　小学校の教育課程は、国語、社会、算
数、理科、生活、音楽、図画工作、家庭
及び体育の各教科（以下本節中「各教
科」という。）、道徳、特別活動並びに
総合的な学習の時間によつて編成するも
のとする。
第２４条の２
　小学校の各学年における各教科、道
徳、特別活動及び総合的な学習の時間の
それぞれの授業時数並びに各学年におけ
るこれらの総授業時数は、別表第一に定
める授業時数を標準とする。
 第２５条
　小学校の教育課程については、この節
に定めるもののほか、教育課程の基準と
して文部科学大臣が別に公示する小学校
学習指導要領によるものとする。
※中学校、高等学校、中等教育学校及び
盲・聾・養護学校についても上記の規定
が準用されている。



【再検討要請】

特例措置の内容 　地方公共団体が、当該地域内に所在す
る学校において、当該地域における産業
を担う人材の育成、国際理解の促進等の
ために周辺地域に比して教育上特に配慮
が必要な事情があると認める地域におい
ては、上記の規定に拘わらず、学習指導
要領等によらない教育課程の編成・実施
を認める学校教育法施行規則第２６条の
２等に基づき、新たに構造改革特区研究
開発学校制度を設け、構造改革特区にお
いて、学校種間のカリキュラムの円滑な
連携や教科の自由な設定等の取組を可能
とする。
　また、取組の期間については、一律に
は定めず、学校設置者と協議の上、定め
ることとする。
（参考：第２６条の２）
　小学校の教育課程に関し、その改善に
資する研究を行うために特に必要があ
り、かつ、児童の教育上適切な配慮がな
されていると文部科学大臣が認める場合
においては、文部科学大臣が別に定める
ところにより、第２４条第１項、第２４
条の２又は第２５条の規定によらないこ
とができる。

・地方公共団体からも「制度を狭められ
ないよう文部科学大臣の認定に寄らない
こととされたい旨」の意見が出されてお
り、文部科学大臣の認定によらず、学校
設置主体の自発的な判断に基づいて構造
改革特区研究開発校を設定する制度とで
きないか再度検討されたい。
（また、回答にある最低限の要件の具体
的な内容を明らかにされたい。）
・地方公共団体からも「長期的な取り組
みを推進するため、期限を定めないよ
う」意見が出ていることを踏まえ、期間
を定めることなく構造改革特区研究開発
校を設定できる制度とできないか再度検
討されたい。
・検討要請の回答で示された「附則第2
条」は、個別の特例の期間を設けている
ものではなく、このような解釈は著しく
不適当である。

実施主体 学校教育法第１条に規定する学校の設置
者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

①当該取組が憲法、教育基本法上の理念
を踏まえたものであること
②当該取組において編成・実施する教育
課程が学校教育法に示された学校教育の
目標を満たすこと.

・教育基本法の理念を守るのは地方公共
団体の責務でもあり、現在でも学校の教
育課程等の管理は地方公共団体により行
われているのではないか。弾力化された
教育課程の内容が適切なものか否かは地
方公共団体において当然に判断されるも
のであり、同意要件とする必要はない。

特例措置に伴い
必要となる手続
き

研究開発の実施を希望する小学校，中学
校，高等学校，中等教育学校，盲学校，
聾学校，養護学校及び幼稚園の設置管理
者は，文部科学省に、教育課程について
の具体的かつ詳細な計画を含む「構造改
革特区研究開発学校指定申請書」を提出
するものとする。

・上記の指摘を踏まえ、再検討された
い。



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 803
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

不登校児童生徒を対象とした新しいタイ
プの学校の設置による、教育課程の弾力
化

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

①不登校児童生徒のみを対象とするこ
と、②当該学校において、児童生徒に対
し、教育上適切な配慮がなされているこ

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 不登校児童生徒対象学校設置に係る教育
課程弾力化事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

学校教育法施行規則第２４条１項、第２
４条の２、第２５条

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

第二十四条 　小学校の教育課程は、国
語、社会、算数、理科、生活、音楽、図
画工作、家庭及び体育の各教科（以下本
節中「各教科」という。）、道徳、特別
活動並びに総合的な学習の時間によつて
編成するものとする。
第二十四条の二 　小学校の各学年におけ
る各教科、道徳、特別活動及び総合的な
学習の時間のそれぞれの授業時数並びに
各学年におけるこれらの総授業時数は、
別表第一に定める授業時数を標準とす
る。
第二十五条 　小学校の教育課程について
は、この節に定めるもののほか、教育課
程の基準として文部科学大臣が別に公示
する小学校学習指導要領によるものとす
る。

特例措置の内容 小・中学校の教育課程に関し、第２４条
第１項、第２４条の２又は第２５条の規
定によらないことができる。

下記を踏まえて修正されたい。

実施主体 地方公共団体又は学校法人 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

①不登校児童生徒のみを対象とするこ
と、②当該学校において、児童生徒に対
し、教育上適切な配慮がなされているこ
と
（プログラム別表と同様であり、新たな
要件はない。）

・①及び②はそもそも規制の特例の要件
であり、地方公共団体が判断すべきであ
る。現状でも個々の教育課程の内容の適
否は地方公共団体において管理されてい
るのではないか。

特例措置に伴い
必要となる手続
き

通常の学校設置に係る手続以外に、特に
なし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 804
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

他の高等学校や中等教育学校の後期課程
で修得した単位を高等学校の単位数に互
換できる単位数の上限の緩和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

高等学校の主体性を維持するため、単位
認定に当たってのガイドラインをあらか
じめ定めておくこと。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 高等学校、中等教育学校（後期課程）に
おける学校外の学修の単位認定促進事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

学校教育法施行規則第６３条の５

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

学校外における学修について単位認定で
きる単位数の合計は２０を超えないもの
とする。

特例措置の内容 高等学校、中等教育学校（後期課程）の
生徒が行う他の高等学校や中等教育学校
（後期課程）、大学等における学校外の
学修について単位認定できる単位数の上
限を示し、地方公共団体が、当該地域内
に所在する高等学校又は中等教育学校
（後期課程）において、当該地域内の特
性を生かした教育課程の編成等を可能と
するために周辺の地域に比して教育上特
に配慮が必要な事情があると認める地域
においては、２０単位を超え上限までの
範囲内で地方公共団体において定めるこ
とができるものとする。

・単位数の上限については、基本方針の
前できるだけ早期に具体的に明らかにす
るよう、引き続き検討されたい。

実施主体 高等学校、中等教育学校（後期課程） (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 805
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

引きこもり状態にある不登校児童生徒を
対象として、ＩＴ等を活用した学習活動
の可能化

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

①特区内部に居住する引きこもり状態に
ある児童生徒のみを対象とすること、②
通学すべき学校への復帰を前提とするこ
と、③対象とする児童生徒の基準を予め
定めておくとともに、対面による指導等
が適切に行われること

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 不登校児童生徒を対象としたＩＴ学習活
動事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 運用 今回の特例措置の内容については通知に
おいて明確にし周知するのであれば、
「通知」とすること。

特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

なし

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

なし

特例措置の内容 特区において、引きこもり状態にある不
登校児童生徒を対象として、地方公共団
体、学校法人又は民間事業者が提供する
ＩＴ等を活用した学習活動を適応指導教
室等で不登校児童生徒が受けた場合に、
当該学習の一部について、校長は指導要
録上出席扱いすることができる。

・「適応指導教室等」には、自宅学習も
認められるべきではないか。
・貴省の回答からすれば、「当該学習の
一部」とする必要はない。「当該学習」
と記載すること。

・下記を踏まえて修正されたい。

実施主体 地方公共団体、学校法人、民間事業者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

①特区内部に居住する引きこもり状態に
ある児童生徒のみを対象とすること、②
対面による指導等が適切に行われること
（プログラム別表と同様であり、新たな
要件はない。）

・これらは、特例措置の条件であって、
地方公共団体が判断すべきである。
・②については、検討要請の回答では、
対面による指導が必要とのことであった
が、それならば、「対面による指導が行
われること」でよいのではないか。

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 806
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

幼稚園入園年齢制限の「満三歳に達する
年度」への緩和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

特になし

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 三歳未満児に係る幼稚園入園事業
措置区分 法律
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

学校教育法第８０条

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

幼稚園に入園することができる者は、満
三歳から、小学校就学の始期に達するま
での幼児とする。

特例措置の内容 地方公共団体が、その設定する構造改革
特別区域における経済的社会的条件の変
化に伴い幼児の数が減少し又は幼児が他
の幼児と共に活動する機会が減少したこ
とその他の事情により当該構造改革特別
区域内の幼稚園においては学校教育法
（昭和二十二年法律第二十六号）第七十
八条第二号に掲げる目標を達成すること
が困難であると認められることから幼児
の心身の発達を助長するために特に必要
があると認めて内閣総理大臣の認定を申
請し、その認定を受けたときは、当該認
定の日以後は、幼児は、同法第八十条の
規定にかかわらず、満二歳に達した日の
翌日以後における最初の学年の初めから
当該構造改革特別区域内の幼稚園に入園
することができる。

実施主体 幼稚園設置者（地方公共団体、学校法人
等）

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 807
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

幼稚園と保育所等を一体的に運用する場
合において、幼稚園児と保育所児等が一
緒に教育・保育活動を行う（幼稚園の学
級定員の範囲内で幼稚園に在籍しない同
年齢帯の幼児の教育・保育活動への参加
を可能とする）

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

特になし

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 幼稚園と保育所等の合同活動に係る事業
（仮称）

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

幼稚園設置基準第五条一項

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

幼稚園には園長のほか、各学級に少なく
とも専任の教諭一人を置かなければなら
ない。

特例措置の内容 　地方公共団体が、幼児数の減少または
幼児が他の幼児と共に活動する機会の減
少等の事情により、幼児の社会性を涵養
することが困難となっていると認める地
域においては、第五条一項の専任規定に
関わらず、学級定員の範囲内で幼稚園に
在籍しない幼児（保育所児等）を含めて
教育・保育することができるようにす
る。

実施主体 幼稚園設置者（地方公共団体、学校法人
等）

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 808
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

教育職員検定の合格決定手続きにおい
て、都道府県教育委員会が機動的に学識
経験者の意見聴取を行うことにより、免
許状授与までに要する期間を短縮

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

市町村で採用する教員に係る特別免許状
の授与であること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 教員免許状授与手続きの簡素化・迅速化
事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 通知
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

なし

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

なし

特例措置の内容 市町村教育委員会が、教員免許を有しな
い者を、特別免許状の授与を前提とし
て、市町村費負担教職員として任用しよ
うとする場合において、特別免許状授与
のために都道府県教育委員会が行う学識
経験者の意見聴取について、市町村及び
都道府県が聴取内容、必要書類及び手続
きについてあらかじめ協議して定めてお
くことにより、機動的な実施を可能に
し、免許状授与手続きの迅速化を図るこ
ととする。

実施主体 市町村教育委員会及び当該市町村を包括
する都道府県教育委員会

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 なし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

なし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

なし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 809
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

市町村の提案があった場合における都道
府県教育委員会の教員免許状の授与手続
きの運用による簡素化

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

市町村で採用する教員に係る免許状の授
与であること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 教員免許状授与手続きの簡素化・迅速化
事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 通知
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

なし

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

なし

特例措置の内容 市町村教育委員会が、教員免許を有しな
い者を市町村費負担教職員として任用し
ようとする場合において、当該市町村が
行う採用選考と免許状授与のために当該
市町村を包括する都道府県教育委員会が
行う教育職員検定に必要となる書類・手
続きについて、あらかじめ市町村及び都
道府県が協議・連携し、統一化・簡素化
しておくことにより、免許状授与手続き
の簡素化を図ることとする。

実施主体 市町村教育委員会及び当該市町村を包括
する都道府県教育委員会

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 なし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

なし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

なし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 810
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

市町村教育委員会による市町村費負担教
職員の任用の制度化

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

特区において、地域の特性に応じた学校
教育の振興を図る上で特に必要が認めら
れる場合に当該市町村が教職員の給与を
負担し任用すること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 市町村費負担教職員任用事業
措置区分 法律
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

市町村立学校職員給与負担法第１条、第
２条

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

市町村立の小中学校等の教職員の給与等
は、都道府県の負担とする。

特例措置の内容 市町村教育委員会が、当該市町村立の小
学校等（小学校、中学校、中等教育学校
の前期課程、盲学校、聾学校及び養護学
校）又は定時制高等学校につき、当該市
町村が設定する構造改革特別区域の設定
の趣旨にかんがみ、当該構造改革特別区
域内に所在する市町村立の小学校等又は
定時制高等学校において、当該構造改革
特別区域における産業を担う人材の育
成、国際理解の促進等のために周辺の地
域に比して教育上特に配慮が必要な事情
があるものと認めてその教職員（市町村
立学校職員給与負担法第１条又は第２条
に規定する職員（校長及び公立義務教育
諸学校の学級編制及び教職員定数の標準
に関する法律第１７条第２項又は公立高
等学校の適正配置及び教職員定数の標準
等に関する法律第２３条第２項に規定す
る非常勤の講師を除く。））を任用しよ
うとする場合において、当該市町村が内
閣総理大臣の認定を申請し、その認定を
受けたときは、当該認定の日以後の任用
については、市町村立学校職員給与負担
法第１条又は第２条の規定は、適用しな
い。

・地方公共団体から、「公立義務教育諸
学校の学級編成及び教職員定数の標準に
関する法律第3条第2項の規定に基づいて
行う学級編成については、都道府県教育
委員会の負担により配置された教職員に
よってのみ行うこととされているが、今
回特例措置された市町村費負担教職員
は、学校担任や教科担任の対応をさせる
ことができるのか」との質問が出されて
いる。本特例を創設した趣旨から当然対
応できると解されるが、その理解でよい
か。

実施主体 市町村教育委員会 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

市町村教育委員会が当該教職員を任用し
ようとするときは、あらかじめ当該教職
員の氏名、職種及び任用の目的、任期を
付す場合にはその期間、任用される学校
名等を都道府県教育委員会に通知する。
変更手続についても同様。



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 811
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

校地面積基準を校舎面積と連動しない形
で定める等全国規模の基準の緩和を超え
た大学設置の際の校地面積基準の緩和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

学生が充実した学習を行うことができる
とともに、安定的な大学経営が確保され
ること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 大学設置事業（仮称） (その他の内容の整理をまって調整)
措置区分 省令
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

大学設置基準第３７条、附則

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

校地及び校舎の面積については、別に定
める。
大学における校地の面積（寄宿舎その他
附属病院以外の附属施設用地の面積を除
く。）は、第三十七条の規定に基づき、
別に定められるまでの間、医学又は歯学
に関する学部以外の学部に係る校舎の面
積の三倍以上の面積と医学又は歯学に関
する学部に係る校舎の面積の三倍以上の
面積に附属病院建築面積を加えた面積を
合計した面積とする。

特例措置の内容 中央教育審議会大学分科会で検討中であ
り、平成１５年１月までに結論。
（地域の集積が高い等の特別の理由が
あって、安定的な学校経営が確保される
場合には、大学設置基準に拘わらず、校
地面積基準を緩和する方向で検討中。）

・校地・校舎面積に関する基準の緩和の
内容については、基本方針の前できるだ
け早期に具体的に明らかにするよう、引
き続き検討されたい。
・地方公共団体から、校地が分断されて
いるときの条件に関する事項が盛り込ま
れているか不明確であるという意見が出
されており、検討の対象に含まれている
のかご教示願いたい。

実施主体 大学設置者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 検討中
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 812
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

大学院の校地・校舎面積に関する基準の
緩和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

学生が充実した学習を行うことができる
とともに、安定的な大学経営が確保され
ること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 大学院設置事業（仮称） (その他の内容の整理をまって調整)
措置区分 省令
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

大学院設置基準　等（検討中）

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

校地・校舎の面積は、収容定員に応じ大
学設置基準に定める学部等に係る基準に
準じて個別審査する。（「大学院大学の
審査基準について」平成13年２月20日大
学設置・学校法人審議会大学設置分科会
長決定）特例措置の内容 中央教育審議会大学分科会で検討中であ
り、平成１５年１月までに結論。
（地域の集積が高い等の特別の理由が
あって、安定的な学校経営が確保さ
れる場合には、大学院設置基準等に拘わ
らず、校地・校舎面積に関する基
準を緩和する方向で検討中。）

・校地・校舎面積に関する基準の緩和の
内容については、基本方針の前できるだ
け早期に具体的に明らかにするよう、引
き続き検討されたい。

実施主体 大学院設置者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 検討中
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 813
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

国立大学等の試験研究施設の民間企業に
よる廉価使用の対象範囲の拡大（国の研
究と関連性がある研究を実施する者への
拡大）及び条件の緩和（当該施設で行っ
た研究データの全てを国等に提出するこ
とが廉価使用の条件とされているが、こ
れに代えて、当該施設で行った研究の成
果に関して国等に報告する場合について
も廉価使用を認める。）

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

○試験研究の中核となる国の機関におい
て、特定の研究分野に関する国以外の者
との研究交流の実績が相当程度あり、か
つ、その交流の促進を図ることが当該研
究分野の研究の効率的推進に相当程度寄
与すること。
○地方公共団体が設定する構造改革特別
区域内に当該地域における特定の研究分
野に関して中核となる国の試験研究機関
が所在し、その周辺に当該分野に関連す
る研究を行う国以外の者の試験研究施設
の相当程度の集積が見込まれること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 国有施設等の廉価使用の拡大による研究
交流促進事業

措置区分 法律
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

研究交流促進法第１１条第１項

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

国が現に行っている研究と密接に関連
し、当該研究の効率的推進に特に有益な
研究を行う者が、国立大学等の試験研究
施設を使用して得た研究データを無償で
国に提供するときは、当該試験研究施設
の廉価使用を認める。



【再検討要請】

特例措置の内容 地方公共団体が、その設定する構造改革
特別区域内に科学技術（人文科学のみに
係るものを除く。）に関する試験研究
（以下「研究」という。）のための活動
の中核となる国の機関が所在し、かつ、
当該国の機関が行う特定の分野に関する
研究に係る状況が次のいずれにも適合す
ると認めて内閣総理大臣の認定を申請
し、その認定を受けたときは、当該認定
の日以後は、国立大学等の試験研究施設
を民間企業が廉価使用する場合における
対象範囲の拡大（国の研究と関連性があ
る研究を実施する者への拡大）及び条件
の緩和（当該施設で行った研究データの
全てを国等に提出することが廉価使用の
条件とされているが、これに代えて、当
該施設で行った研究の成果に関して国等
に報告する場合についても廉価使用を認
める。）措置を図る。
○当該国の機関において当該特定の分野
に関する研究に関する国以外の者との交
流の実績が相当程度あり、かつ、その交
流の一層の促進を図ることが当該特定の
分野に関する研究の効率的推進に相当程
度寄与するものであると認められるこ
と。
○当該国の機関の周辺に、当該国の機関
が行う当該特定の分野に関する研究と関
連する研究を行う国以外の者の施設が相
当程度集積するものと見込まれること。

実施主体 国立大学等の国の試験研究機関 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 814
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

国立大学等の敷地の民間企業による廉価
使用の対象範囲の拡大（国が現に行って
いる研究と密接に関連し、かつ、当該研
究の効率的推進に特に有益な研究、又は
国の研究機関の研究成果を活用して研究
に必用な試験研究施設を大学内に整備す
る者への拡大）及び条件の緩和（当該施
設で行った研究データの全てを国等に提
出することが廉価使用の条件とされてい
るが、これに代えて、当該施設で行った
研究の成果に関して国等に報告する場合
についても廉価使用を認める。）

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

○試験研究の中核となる国の機関におい
て、特定の研究分野に関する国以外の者
との研究交流の実績が相当程度あり、か
つ、その交流の促進を図ることが当該研
究分野の研究の効率的推進に相当程度寄
与すること。
○地方公共団体が設定する構造改革特別
区域内に当該地域における特定の研究分
野に関して中核となる国の試験研究機関
が所在し、その周辺に当該分野に関連す
る研究を行う国以外の者の試験研究施設
の相当程度の集積が見込まれること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 国有施設等の廉価使用の拡大による研究
交流促進事業

措置区分 法律
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

研究交流促進法第１１条第２項

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

国立大学等との共同研究施設を当該国立
大学等の敷地内に整備し、当該施設内で
研究を行う者が、当該施設を使用して得
た研究データを無償で国に提供するとき
は、当該施設に供する敷地の廉価使用を
認める。



【再検討要請】

特例措置の内容 地方公共団体が、その設定する構造改革
特別区域内に科学技術（人文科学のみに
係るものを除く。）に関する試験研究
（以下「研究」という。）のための活動
の中核となる国の機関が所在し、かつ、
当該国の機関が行う特定の分野に関する
研究に係る状況が次のいずれにも適合す
ると認めて内閣総理大臣の認定を申請
し、その認定を受けたときは、当該認定
の日以後は、国立大学等の敷地を民間企
業が廉価使用する場合における対象範囲
の拡大（国が現に行っている研究と密接
に関連し、かつ、当該研究の効率的推進
に特に有益な研究又は国が行った研究の
成果を活用する研究に必要な試験研究施
設を大学等の敷地内に整備する者への拡
大）及び条件の緩和（当該施設で行った
研究データの全てを国等に提出すること
が廉価使用の条件とされているが、これ
に代えて、当該施設で行った研究の成果
に関して国等に報告する場合についても
廉価使用を認める。）措置を図る。
○当該国の機関において当該特定の分野
に関する研究に関する国以外の者との交
流の実績が相当程度あり、かつ、その交
流の一層の促進を図ることが当該特定の
分野に関する研究の効率的推進に相当程
度寄与するものであると認められるこ
と。

○当該国の機関の周辺に、当該国の機関
が行う当該特定の分野に関する研究と関
連する研究を行う国以外の者の施設が相
当程度集積するものと見込まれること。

実施主体 国立大学等の国の試験研究機関 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 815
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

国立大学等の試験研究施設、敷地の民間
企業による廉価使用の際の各省庁の長の
認定に係る手続の緩和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

各省各庁に対する事後的な報告を行うこ
と

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 国有施設等の廉価使用の拡大による研究
交流促進事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 政令
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

研究交流促進法施行令第９条第1項、第３
項
研究交流促進法施行令第１０条第1項、第

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

研究交流促進法に基づき国有試験研究施
設又は国有地の廉価使用を希望するとき
は、当該施設又は国有地を所掌する各省
各庁の長の認定が必要。各省各庁の長は
当該認定を行う際に、財務大臣への協議
が必要。

特例措置の内容 地方公共団体が、その設定する構造改革
特別区域内に科学技術（人文科学のみに
係るものを除く。）に関する試験研究
（以下「研究」という。）のための活動
の中核となる国の機関が所在し、かつ、
当該国の機関が行う特定の分野に関する
研究に係る状況が次のいずれにも適合す
ると認める場合において、研究交流促進
法第11条第１項及び第2項に掲げる要件の
認定者を各省各庁の長から国立大学等の
長に変更し、かつ、各省各庁の長から財
務大臣への協議を要しないこととするこ
とにより、適用認定手続きの簡素化及び
迅速化を図る。
○当該国の機関において当該特定の分野
に関する研究に関する国以外の者との交
流の実績が相当程度あり、かつ、その交
流の一層の促進を図ることが当該特定の
分野に関する研究の効率的推進に相当程
度寄与するものであると認められるこ
と。
○当該国の機関の周辺に、当該国の機関
が行う当該特定の分野に関する研究と関
連する研究を行う国以外の者の施設が相
当程度集積するものと見込まれること。

実施主体 国立大学等の国の試験研究機関 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

国立大学等の長が認定した結果を各省各
庁の長に通知することとする。


